



































































































































































年次 実質賃金 年間総労 一日平均 月平均指　　数 働時間 労働時間 出勤日数
1916 12．8 3098 10．12 25．3
1917 11，9 2990 9，52 25．3





1923 18，7 3102 9．24 27．5
ユ924 ユ9、ユ 3057 9．24 27．1
1925 18．8 3078 9．30 27，0
ユ926 ユ9．3 3089 9．30 27．ユ
1927 22．5 3045 9．26 26．9
1928 24．3 3039 9．27 26．8
1929 25．2 3002 9．18 26．9
1930 27．2 2904 9，08 26．5
1931 29．4 2883 9，06 26．4
1932 28．6 2883 9．04 26．5
1933 26．4 2883 9．06 26．9
1934 26．O 2937 8．57 26，9

























































































































































































































組合数 俸給生活者 賃金生活者 商業者　工業者　　　農業者　　雑 計
1925 129 50433 43765 10497　　　　5516　　　　　　　　664　　　　90711ユ9946
42 36．5 8．8　　　　4，6　　　　　　　0．6　　　　7．6 100
組合数 官公吏教員 銀行会杜員 労働者 商工業者　　　　　自由職業者．その他 計
1927 ユ47 36941 12240 37302 ユ7037　　　　　　　　　　　　　　2950　　　18718125188
29．5 9．8 30．8 13．6　　　　　　　　　　　　　　2．4　　　　　15 100
ユ931 ユ63 32806 13838 32533 ユ7595　　　　　　　　　　　　　　2587　　　38810ユ38169
23．7 ユO 23．5 12．7　　　　　　　　　　　　　　　ユ．9　　　28．ユ 100
ユ933 ユ77 37129 195ユ2 4186924965　　　　　　　　　　　　　　4329　　　7147799281
ユ8．6 9．8 21 12．5　　　　　　　　　　　2，2　　　35，8 1OO
資料）産業組合中央会「市街地購買組合調査」より作成
豪3　市街地則口組合の状況，1927年





一般市民型 5638．139538 70687496915624，4　　　22．15633394100596．3142．5 955　　17．1
俸給生活者 50 34 35447708．959777611955，5　　　16．95362764107255．3151．367690　1353．8
労働者型 12 8．2 6523543．6961308010，8　　　14．7105829588191．3162．2 17518　1459．8
会社官庁内 161O．9327302045．627119716949．8　　　　8．37905308494081．8241．528086617554．1
特殊営業者 5 3．4 73711474．2 5016610033．2　　　　6．822553145106．2 30，6 8991　1798．2



































































































































19I2 1915 1920 1925
実人数 構成比 実人数 構成比 実人数 構成比 実人数 構成比
官公吏 688 3．5 2349 2．1 5265 2．9 8677 3
銀行会社員 1442 7．4 4483 3．9 11434 6．4 22022 7．6
学生 1455 7．5 7354 6．5 15442 8．6 18232 6．3
商人 4093 21 2278820．14663026．19186731．5
職人職工 3733 ユ9．2 ユ4812 13 4338524．26192121．3
労働者 937 4．8 2827 2．5 10485 5．9 14829 5，1
事務員雇人 2854 ユ4．7 114931O．116038 9 23012 7．9
技術者 ユ00 0．5 612 O．5 ユ389 0．8 3011 ユ
自由業者 ユ29 0．7 450 O，4 ユ022 0．6 3120 1，3
農業 ユ67 0．9 942 O，8 2658 1．5 4632 1，6
無職 342117．64365938．42039611．43293211．3
船員 369 1．9 1382 1．2 32ユ1 1．8 3209 1．1
芸人 26 0．1 246 O．2 622 0．3 740 0．3
軍人 6 0 77 0，1 75 0 152 0．1
雑業 822 0．5 2521 0．9
外国人 42 0．2 201 O，2 80 0 320 0．1




実人数 構成比 実人数 構成比 実人数 構成比
官公吏 5011 ユ．3 5214 1．3 3252 0，9
官公署雇人 4324 ユ．1 2121 O．5 1352 0，4
会社従業員 249386，5 25547 6．2 304408．3
会社雑役人 17222 4．5 14190 3．4 15982 4．4
土木建築職 8628 2．2 4970 1．2 4627 1．3
職人従弟 5551514．54204910．2259387．1
商人行商人 58202ユ5．2 4445310．8335279．1
農業 4019 1 4151 ユ 4930 1．3
工場労働者 7150 1．9 5608 1．4 5665 1．5
通信交通 5037 1．3 5759 1．4 799 0，2
自由労働者 63ユ0 ユ．6 5431 1．3 1864 0．5
家庭使用人 16253 4，2 29451 7．2 21053 5．7
自由業者 2498 O．7 2479 0．6 ユ587 0．4
教師 796 0．2 826 0．2 7ユO 0．2
学生 13126 3．4 ユ1649 2．8 7371 2
技術者 934 O．2 639 1．2 241 O．1
船員 3151 0．8 3054 O．7 2918 0．8
漁業者 382 O．1 150 O 80 O
軍人 125 O 138 0 76 O
芸人 1208 O．3 814 O．2 515 O．1
被扶養人 14214237．1 9588347．619796354
その他 4922 1．3 1695 O．4 465 0．1


























































































































































年度 川又　入 支 ■出 差弓1乗u余　寄付金 備 考
ユ9ユ1 2，714 ユ、124 1，590
1912 24，589 25，706 一ユ，ユ17 4．086
ユ9ユ3 5ユ，810 47，460 4，350 3，339









ユ923 629，43759ユ，3ユ4 38，ユ23 200震災損失のための会計処
理後の欠損 52，703円
ユ924 56ユ，617537、ユ2724，490 30，160同上 17，820円










































































































































新潟 五泉 一　’　■一　■　■　■ 一L■’　■　一 一一 ，
葛塚 ＝ L■一■　一　一割 ■　■　一　’一　一　’ 咀＝三 9，本田 ＝ 一　一　一一　’　一肥
山梨 岳北 ＝篶巴
静岡 浜松市民 ＝















支部，準備会名 事務所所在地 診療所名 同盟員数
東兄支部準備会 東呆市外下大崎279 大崎無産者診療所 592
市内本所区錦糸町1－19－4 江東無産者診療所
市内亀有村亀有980 亀有無産者診療所
大阪支部 大阪市此花区茶園町96 西野田無産者診療所 500
大阪府下地下道筋（吹田町〕 三島無産者診療所
西成無産者診療所
仙台支部 仙台市東二番町ユ2 諸根医院 49
上小支部 上田市馬場町 鈴木茂利美 130
愛知支部準備会 名古屋市中区小針町1－1 11
山梨支部準備会 山梨県南都留郡福地村吉田 山梨無産者診療所（休） 260












































月 日数 患者数 診療収入 未収 一日患者 一日収入 一月支出
東　2⊥ 28日 1438人684．78円24．45円 51人 24．47円701．51円
芙3 31日 1497 752．36 23．30 48 24．27 768．38
崎 429日 1544 696．11 24，OO 53 24．OO 783．51
2 26日 622 329，30 12．81 24 12．69 279．85亀有 329日’ 648 345．70 13．90 23 ユユ．92 377．46
4 27日 598 292．36 6．28 22 ユ0．83 292．36
2 24日 805 310．20 24．18 33．5 12．93 229．55大阪二一島
327日 832 343．27 29．86 30．5 12．71 428．68
4 25日 702 249．40 14．07 28 14．07 230．52

























































































































































































































































































































総　　数 二銭以下 四銭以下 五銭以下 六銭以下 七銭以下 八銭以下 九銭以下
総 総数 345（100） 56（100）180（100） 48（100）13（100）12（100）28（100）8（100）
二分の一 192（56）34（61） 155（86） 8（17） 1（8） O O
数 それ以上 153（44）22（39） 37（24） 40（83）12（92）12（100）28（100）8（100）
工 総数 262（100） 54（100）173（100） 31（100）3（100） 1（100）
場 二分の一 181（69）33（61） 139（80） 8（26） 1（33）
法 それ以上 81（31） 21（39） 34（19） 23（74） 2（67） 1（100）
鉱 総数 72（100） 4（100） 15（100）9（100） 16（100）21（100）5（100）
業 二分の一 3（4） 1（25） 1（7） 1（11） O O O
法 それ以上 69（96） 3（75） 14（93） 8（89） 16（ユ00） 2ユ（ユ00） 5（100）
そ 総数 11（100） 7（100） 4（100）
の 二分の一 8（73） 4（57） 4（ユ00）






























































調査対象数 負　　担 負　　担 険に関する負担 合　　　計 増減比率
合計 26年1－5月 1，483，065 298．300364．664 2，146，028
健 27年1－5月 422，210 79．023 2，067，008198，0452，766，286
康
122 増減 …1，060，854一219，277一364，664十2067，O08十198045十　620，258十28．9％
保 鉱業 26年1～5月 912，940 88，299 132，777 1，134，O16
険 27年ト5月 250，637 42，799 895，11737，909 1，226，462
組
35 増減 一662，303一45，500一ユ321ユ7 十895117十37，909十92，046十8．1％
合 その他 26隼1－5月 570．124210，OO1231，887 1，012，C12
27年1～5月 171，573 36．224 1，171，891 6C，1361，539，824
87 増減 一398．551一173，777一231，887十1．171891十 60136十　528212十52．2％
合計 26年1－5月 126，402 38，045 24，097 ユ88，544
27年1－5月 40，877 8．983 231，98335，510 317，353
政
88 増減 一85，525二29．062一24．097十231．983十35510 十138809十73．6％
府 鉱業 26年1～5月 47，481 2，499 2，966 52．946
管 27年1－5月 8，599 49ユ 46，041 12，279 67．4ユ0
掌
ユ2 増減 一38，882一2，008 一2，966 十46，061十12279 十14，464十27．3％
その他 26年1－5月 78．921 35，546 21，131 135，598
27年1－5月 32，278 8，492 185，94234．283 249，943



















































業種調査 期　　間 被保険者数 患者数
療養 療養による 被保険者百人 患者1人当被保険者1人
対象数 1各月平均延数〕 延日数 休業延日数 当患者平均数 療養日数 当療養日数
合計 26年1－5月 345，73419，667 183，670125，508 5．7 9．3 O．5
93 27年1－5月 350，47019，478 187．263128，702 5．6 9．6 O．5
増減 十4736 一189 十3．593 十3，194 一0．1 十0．3
業 石炭 26年1－5月 84．972 7，971 93，251 75，036 9，4 11．7 1．1
務 鉱業 27年1－5月 83，588 8，558 97，809 97，809 10．2 n．4 1．2
上 26 増減 ’1384 十587 十4，558 十8，608 十0．8 一〇．3 十〇、1
染織 26年1－5月 146，103 803 5，127 3，577 0．5 6．4 O．1
工業 27年1－5月 146，878 734 4．533 3，274 O．5 6．2 O．1
24 増減 十775 一69 一594 一303 十C．2
合計 26年1－5月 261．O0443，083 304，759160，560 16．5 7，1 1．2
27年1－5月 257，99573．260 620，245249，223 28．4 8．5 2．4
129 増減 一3009十30，177十315，486十88，663 十11．9 十1．5 十1．2
業 石炭 26年1－5月 67，081 10，086 80，785 51，715 15．O 8．0 1．2
務 鉱業 27年1－5月 66，397 19，882 200，752105，194 29．9 11．9 3．0
外 31 増減 一684十9796十119，967十53，479 十14．9 十2．1 十1．8
染織 26年1－5月 115．16023，528 130，594 ？2，575 20．4 5，6 1．1
工業 27年1－5月 110，55731，436 191，262 75，740 28．4 6．1 1．7




種　　　別 平　　　　　均 政府管掌の分 組合管掌の分件数 日数 費用額 件数 日数 費用額 件数 日数 費用額
総　　　　　　数 3．毫66 日 13．寒023払 日 12．牙363細 日 円42．165 42．409 41．74216．167
計 3．30641．45612．9892．95141．55！11．5163．92341．29115．540
傷外轟 2．95835，1238．5762．69336．3378．2443．41933．02ユ9．150病 0．2412．766 ’ 0．2202．376 一 0，2793．441 ■に 2，71732．357 ’ 2．47333．961 一 3．14029．580 ■





















休業平均日数 当休業日数 傷病に因る その他の原閃 計
6．4 O．4 4，4 8，5 12．9
6．6 O．4 5．9 8，7 14．6
十〇、2 十1．5 十〇．2 十1．7
9．4 O．9 8．O 17．7 25，7
9．6 1．O 11．9 19．3 31，2
十〇．2 十〇．1 十3．9 十1．6 十5，5
4．5 O．1 3．3 4．7 8．O
4．5 0．1 3．5 4．5 8．O
O．2 一〇．2
3．7 O．6 4．4 8．5 12．9
3．4 1．O ’5．9 8．7 14．6
一0．3 十〇．4 十1．5 十〇、2 十1．7
5．1 O．8 8．0 17．7 25，7
5．3 1．6 11．9 19．3 31．2
十〇．2 十〇．8 十3．9 十1．6 十5．5
3．1 O．6 3．3 4，7 8．O
2，4 O．7 3．5 4，5 8．O
一0，7 十〇．1 十〇．2 一〇．2
　4．健康保険と医療供給システム
　健康保険が医療供給システムに与えた影響を
次ぎにみていこう。保険医療診療契約にはいく
つかの方式があったが，その中心は団体請負方
式であった。これは，医師会との間で請負契約
を結び，医師会会員をして保険医として保険診
療にあたらせるものであった。そのため，医師
の経営にあらざる医療利用組合医療機関の医師
の医師会加入が拒否され，保険医たる資格取得
が困難化させられることがあったことをまず指
摘しておこう。さて，団体請負契約にあたって
は，人頭式が多く，被保険者一人あたり医療費
は7円43銭であった。各診療医師への支払いは
診療点数によって総額を按分した。したがって，
受診率がたかく，実施された医療行為が増えれ
ば増えるほど，点数一点あたりの単価は逓減せ
ざるをえない。当初の医療費の算定は，他の契
約方式にもあるように，医師会料金の8割程度
の水準を目処としていた。これには，当時の白
由診療における医療費回収金額が請求金額のほ
ぼ7割5部から8割程度であったことヨ割，健康
保険という支払いの確実な市場の形成という二
つの要因が関係していた。先にみたように被保
険者の二一ズは健康保険の導入を契機に一挙に
デイマンドとして顕在化したために，医
療費按分点数単価は当初想定した1点20
銭の水準を大きく下回ることとなった。
また，医療資源の空問的配分の不均衡，
医療へのアクセスの違いを反映して，地
域問で大きな格差がうまれることとなっ
た。日本医師会の場合でいうと，健康保
険実施直後の27年1月は全国月平均単価
17銭3厘（最高山梨51銭3厘，最低長崎
8銭5厘）であったが，3月には全国月
平均単価9銭4厘（最高山梨19銭6厘，
最低熊本1銭8厘）であった5剴。かかる
事態のために，医師による保険患者の差
別的取り扱い，「粗診，粗療」行為がひ
きおこされ，診療報酬増額および契約支
払い方式の変更要求がたかまることと
なった。保険者の側からも医療内容およ
び医療組織についての厳しい要求がつきつけら
れることになる。そのなかには，医療監督官の
設置などの医療監視や監査の強化だけでなく，
可能な場合には直営医療機関をもつということ
があった。後者の点は健康保険の出発時の「健
康保険組合ノ療養ノ給付二関スル診療組織ノ整
備標準」においても「組合専属の診療機関」に
ついて言及されていた。但し，専属の医療機関
がある場合でも，被保険者の居住空間のひろが
りが医療機関への受診の容易さをそこなうとき
にはそれ以外の医師への受診が可能になるよう
にすべきだという趣旨であったが。医療の需要
および支払い側の組織化は当然にも医療供給側
の整備，組織化をともなわざるをえない。先に
みた実費診療所運動の鈴木梅四郎の場合には，
この点極めて明確であり，「健康保険の将来は
医業国営以外に断じて無いのである。国家が全
国に被保険者の為の病院，診療所及び保養所を
設け，国家の官吏たる保険医師がその診療機関
によりて被保険者の保険の給付を行なうこと，
之れが医業国営の第一歩でなくして何であろ
う」舳と述べている。保険と医療供給との一体
化である。このことはさらに，国民の健康や医
療にかかわることを「一切を医師の診療に頼る」
都市--農村共生型医療利用組合運動とその時代
Page:21無断転載禁止。　
のではなく，「国民の医事衛生に関する知識を
普及せしむると同時に国民の健康相談に応ずる
別の施設を設け，これらは勿論無料で為すこと
が適当である」という視点にたてば，公衆衛生・
保健と医療と保険共済とが三位一体的に構成さ
れ運営されることが望ましくかつ必要であると
いうことになる。しかも，健康の主権者たろ国
民自身がみずからの保健力，すなわち健康管理
能力を発達させる質をもつものとしてそれを構
築することが必要である55」。住民の健康を支配
する官僚主義的国家行政としてではなく。
　医療組織についてもう一点付け加えておくべ
きことは，医薬分業である。医薬分業は1875（明
治8）年の医制以来理念としてはわが国の医療
を形づくる基本的構成部分とされてきながら
も，現実的にはそれはほとんど実施されてこな
かった。健康保険の実施は，これまで経済的な
要因などのために買薬というかたちでのみ顕在
化しえたような二一ズが医療機関にむかい，し
かも医師が医薬品を処方し，調剤し，窓口でわ
たす状況においては，薬局の経営は一層困難と
なり，理念としての「薬剤師業務の確立」もと
うてい実現しえないこととなった。そのため，
健康保険の実施を契機に医薬分業が極めて重要
な医療組織の問題としてクローズアップするこ
とになった。ここでは，この問題には深入りせ
ず，実質的には現在まで引き続いていることが
らであることを指摘するに止める。
　これまで，健康保険の労働者の医療へのアク
セス保障にもった意味，そして労働者の健康お
よび医療にかかわる費用負担の問題について論
じてきた。いささか「肯定的」にすぎる印象を
あたえたかもしれないが，それはこれまでの研
究とのバランスの問題である。それはともかく，
健康保険の被保険者たる労働者は工場法および
鉱業法適用企業・工場の労働者およびわずかな
任意加入企業労働者に限定されていた（1927年
の法全面実施の時点で，被保険者数は政管健保
1，115，221人，組合健保774，023人で，合計
ユ、889，244人であった）。その後，扶養家族への
給付が実施され，また他の業種にも適用が拡大
されていくことになるとはいえ，国民全体から
みれば，被保険者の数はあまりにわずかであっ
たことを最後に確認しておこう　（図6参照）。
この図6では，医療利用組合が拡大することに
なっている醐。そのことの意味を次のように理
解したい。すなわち，さきに指摘したように，
人々の健康医療に関わることがらは保健・医
療・保険共済が三位一体的に実施され，しかも
健康の主権者たる人々の保健力を発達させる質
をもつものであるべきことが展望された。この
ことには，医療そのものを人々と医療専門職者
が協同してつくりあげるという課題も含まれて
いる。こういう視点にたつとき，協同組合とし
ての医療利用組合にはその可能性が十分に備
わっているからである。そのことは医療利用組
合が実際に実現しようと模索した方向性でも
あ？た。
M　小括
　蛇足ながら。これまで，医療利用組合の歴史
的発展段階の第二段階，すなわち広区単営組合
時代一都市一農村共生型医療利用組合時代と
特徴付けうる一の時代情況をおってきた。も
ちろん，この時代の全体にふれたのではなく，
医療利用組合の歴史的発展段階を特徴付けるに
足る最小限度の事項にふれたのにすぎない。し
かし，それらは当時の労働者や俸給生活者の生
命・健康そして医療にかかわる極めて重要な意
味をもつ歴史的ことがらであった。それらを貫
くここでの論理は，（1）労働者階級や俸給生活者
など都市生活者の量的増大と，それぞれの生活
内容の形成，（2）新たな生活領域のひろがりと，
その質的水準の確定にともなう「生活の価値
化」，（3）「生活の価値化」の重要な構成要素た
る生活にかかわる組織および運動の形成，発展，
（4性活の組織化はco－operati㎝（協働共栄）の
追求であるが，そこには同時に，福沢諭吉が強
調してやまなかった「独立自尊」を人々が希求
していることがあった。（5）これらは新たなる都
市的生活様式をかたちづくることとなったが，
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図6　医竈形態蜆念図（1937年）
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出所）中央社会事業協会、社会事業研究所『現代保健・医療並救療問題検討』1907年，142ぺ一ジ
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それは生活の制度化の過程でもあったといって
よいかもしれない，ということであった。青森・
東青組合，鳥取倉吉・厚生組合，高知須崎・高
陵組合によって，1928年にきりひらかれた医療
利用組合の歴史的発展段階の第二期＝都市一農
村共生型医療利用組合時代は，まさにそうした
生活の組織化，協同化，制度化のなかに位置付
けることもできる。これまでみてきた労働者や
俸給生活者など都市生活者の生命・健康および
医療にかかわる諸制度の発展一医療の需要側
および供給側の両側面における一を貫く論理
もまた同様であったことが確認できるであろ
う。
　　　　　　　　　　注
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23）同上書，創立二十五周年記念，第三巻，37ぺ一
　　ジ。
24）同上書，第一巻，38ぺ一ジ。
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　　心とする日本農民医療運動史』1968年，
　　148－152ぺ一ジ。
26）「3月15日紀念事業　労働者農民の病院を作
　　れ！」呼びかけ。川上武『現代日本医療史』
　　381ぺ一ジ。
27）日本無産者医療同盟常任中央委員会「第四回
　　拡大中央委員会（32年8月27日）議案」「無産
　　者医療運動の新方向について」。各支部も当然
　　同様の「行動綱領」をもっていた。
28）日本無産者医療同盟『我らの医療』No，23．
　　1933年7月10日。
29）日本無産者医療同盟「第二回拡大中央委員会
　　報告並びに決議」1932年6月27日。
30）労働者を対象とし，しかも工業病科をいちは
　　やく診療科目として掲げた医療機関はすでに
　　明治30年代から存在をしていた。日本に科学
　　的な労働衛生学を導入した初期の人物でもあ
　　る窪川忠吉が著した『工業衛生学』（1901隼，
　　窪川医院蔵版，大阪労働衛生研究所から1990
　　年に復刻されている。これに付された細川汀
　　の解説を参照）には，そうした性格をもつ自
　　らの診療所を広告している。それには「労働
　　者救護院　内外科，工業病科，窪j11医院」と
　　あり，「労働者半額，貧困者無料診療治療」と
　　ある。なお，『工業衛生学』によせられた序文
　　の執筆者には，島田三郎，そして秋水幸徳伝
　　次郎がいた。
31）日本無産者医療同盟大阪支部「日本無産者医
　　療同盟闘争方針・大阪支部」
32）日本無産者医療同盟「第二回拡大中央委員会
　　報告並びに決議」「医療利用組合対策に関する
　　決議」
33）同上。中央常任委員会による「一般報告」中「総
　　括的報告」
34）日本無産者医療同盟「第四回拡大中央委員会
　　議案」「全国医療組合協議会加盟の件」。
35）同上，「無産者医療運動の新方向について」
36）無産者病院設立実行委員会組織変更準備会「組
　　織方針草案」！93ユ年6月4日。
37）日本無産者医療同盟「第二回拡大中央委員会
　　報告並びに決議」「組織現勢」。『医療同盟ニュー
　　ス」第7号，1931年3月1日，「故同志中島追
　　悼号」
38）日本無産者医療同盟『我らの医療』No，23．
　　1933年7月10日，「医療利用組合と医療同盟の
　　相違（一）一機械的排撃主義への批判とそ
　　の正しき知識のために」。このなかでは，「例
　　えば，同盟の無産者診療所設立運動のみをと
　　ればそれは産業組合法によらざる医療組合運
　　動ということができる」ともしている。しかし，
　　「医療組合が同盟と対比されるとき，我々が
　　勤労大衆を目標にして全般的に運動を進める
　　ということに政治的にも文化的にもその意義
　　が異なってくるのである。またかかる観点か
　　らすれば同じ医療組合にしても東京と秋田と
　　は違っているのである」。すなわち，秋田消費
　　組合を組織的基盤として階級的に組織された
　　秋田医療利用組合と賀川豊彦に代表される「杜
　　会民主主義」的な東京医療利用組合との違い
　　が。この論考の続きは『我らの医療』の続号
　　が残っていないので，残念ながら目にするこ
　　とができない。「東京と秋田の違い」を明確に
　　した部分を。
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　　回議会での政府委員農商務次官田中隆三によ
　　る法案提案理由から。59ぺ一ジ
41）池田信，前掲書，127ぺ一ジ。ドイツにおいて
　　は，疾病保険法と災害保険法とがほぼ同時に
　　制定され，両者が関連つけられ，疾病・負傷
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　　者の拡大や給付の充実，そして保険基金の労
　　働者管理，請求権の確立など，さまざまな問
　　題がそこにはあった。
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　　ない。戦後，医療費にかんする統計において
　　企業が負担する医療費が明らかにされ，財源
　　別医療費負担の推移をみることができた。と
　　ころが，この統計も1989年以降明示されなく
　　なった。財源別医療費負担の動向を明らかに
　　するため，また，費用負担のありかたを国民
　　的議論するためにも，再度こうした統計がひ
　　ろく公開されることを望みたい。
44）東京商業会議所『健康保険改正意見並参考資
　　料』（商工調査第7号），1927年。坂口正之，
　　前掲書。
45）1922年3月15日の衆議院本会議における法案
　　委員長鳩山一郎による経過報告。「……この救
　　済を受ける権利を労働者の法律上の権利とし
　　て認めんとするものであります。」厚生省保険
　　局『健康保険二十五年史』75ぺ一ジ。
46）長瀬恒蔵『傷病統計論』健康保険医報社出版部，
　　1938年，2ぺ一ジ。
47）労働保険調査会『労働保険調査会議事速記録』
　　（昭和2年10月27日開会），26ぺ一ジ。また，
　　千秋季隆委員長の説明中には，「一・・比較的軽
　　微ナル傷病ノ為二療養日数ガ増加シマシテ」
　　「……健康保険実施二当リマシテ保険料率算
　　定ノ基礎二用イラレタル予定日数ヨリ約七割
　　ノ増加トナッテ居リマスルガ，此ノ予定日数
　　ハ約五割ノ安全割合ヲ見テアリマスカラ，健
　　康保険ノ実施前ノ実際ノ事実二比較致シマス
　　レバ約一倍半ノ増加ニナッタノデゴザイマス」
　　とある。『議事速記録』819ぺ一ジ。
48）東京商業会議所『健康保険法改正意見並二参
　　考資料』（商工調査第7号），1927年参照。
49）同上書に掲載された企業からの意見および参
　　考資料でも，とりわけこの点が強調されてい
　　る。因みに，東京商業会議所に健康保険法に
　　関する委員会が設けられた際の基本的問題意
　　識は次ぎに明らかである。すなわち，「……個々
　　ノエ場鉱山等ノ実情二就テ見レバ，本法ノ実
　　施ニヨリ甚タシキ困惑ヲ感シツツアルモノ砂
　　カラス。而シテ其ノ最モ不利不便トスル所ハ
　　欠勤率ノ増加ト，之ニヨル生産能率の低下，
　　費用負担ノ増加，各種手続ノ繁雑，医療給付
　　ノ不完全及濫療等ナリ，従ツテ法令ノ改正ヲ
　　希望スルモ主トシテ是等ノ諸点ニアリ。」同上
　　書，24－5ぺ一ジ。
50）長瀬恒蔵，前掲書，150ぺ一ジ。
51）長瀬恒蔵，前掲書，222ぺ一ジ。
52）長瀬恒蔵，前掲書，194ぺ一ジ。長瀬は「現在
　　の医療利用組合の如きは多少医療料金を軽減
　　せしめ得るの利益はあるけれども長期の傷病
　　又は多額の費用を要する場合は料金低下ばか
　　りでは経済的不安を除去するに至らないと思
　　われる」（205ぺ一ジ）としている。医療利用
　　組合が保険共済制度を具備せざるをえないこ
　　とを指摘しているかぎりではそのとおりであ
　　る。
53）社会局保険部『健康保険実施状況報告』1929
　　年7月。35ぺ一ジ。なお，月別，各府県別の
　　動向が一覧表にして付されている。
54）鈴木梅四郎『医療の社会化運動』188ぺ一ジ。
55）長瀬恒蔵，前掲書，151ぺ一ジ。
56）財団法人中央杜会事業協会社会事業研究所『現
　　代保健・医療並救療問題検討」（松村義朗著）
　　1937年。
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　　　　　　　　＜付記＞
本稿は1994年度産業経済研究所助成研究「生活世界の
象徴秩序と制度化過程一列島のナラトロジー」の成
果報告の一部である。
また，1995年度文部省科学研究費補助金一般研究（C）
「戦前都市社会事業の発展とr中問層」のr生活協同化』
に関する研究」の一部でもある。
（1995年4月8日受理）
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